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序     文 

 
ネパールでは、初等教育の完全普及と教育の質の向上を目的とした「Education for All（EFA）プロ

グラム」（2004 年～2009 年）を実施する中で、教育行政の地方分権化および住民参加による学校運営

を重要戦略と位置づけています。そして、その具体的な手段として、地域住民を中心とした学校運営

委員会（School Management Committee: SMC）の組織化や、各学校における学校改善計画（School 
Improvement Plan: SIP）の策定等の制度が導入されています。しかし現実には、SMC メンバーや校長・

教員等の学校関係者の能力が十分でないために、これらの制度が十分に機能していない状況にありま

す。また、学校の改善に必要な財源については、郡や村の行政官等の人員や能力の不足により、地域

の教育データや教育計画に基づく予算配賦が行われておらず、学校の改善に必要な教育予算が確保で

きない状況が生じています。さらに、学校や地域の能力が不足する中での教育行政の分権化は、学校

や行政の資金動員の能力の差等により、学校間、地域間の格差を生じさせており、地域全体で就学率・

中退率を改善する上での阻害要因となっています。このような状況から、ネパール政府から我が国に

対し、地方教育行政および学校運営の能力強化についての技術協力の要請が行われました。 
これを受けて独立行政法人国際協力機構は、ネパールにおける学校運営の改善に対する協力を検討

するため、2007 年 5 月に第 1 次事前評価調査団、同年 7 月に第 2 次事前評価調査団を派遣し、ネパ

ール政府や関係機関との間で、協力計画の策定について協議を行いました。 
本報告書は、同調査団の調査・協議結果と、その後行われた実施協議の結果を取りまとめたもので

あり、今後のプロジェクトの進展に活用されることを期待しております。 
 ここに、本調査にご協力をいただいた内外の関係者の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き

一層のご支援をお願いいたします。 
 
平成 20 年 1 月 

独立行政法人 国際協力機構 
人間開発部 

部長 西脇英隆
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教育・スポーツ省との協議 

教育局との協議 

ダディン郡 DEO との協議 



  

 
 

 
 

 

教育・スポーツ省とのミニッツ締結 

カ ピ ル バ ス ト ゥ 郡  Kanak Muni 

Secondary School（Community Managed 

School）

ダ デ ィ ン 郡  Nava Durga Primary 
School 外観（日本の無償資金協力によ

る校舎） 



  

略 語 表 

 
略語 正式名 日本語 

ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 

ASIP Annual Strategy and Implementation Plan 年間戦略実施計画 

ASP Annual School Plan 年間学校計画 

AWPB Annual Work Plan of Budget 年間予算計画 

BPEP-I Basic and Primary Education Program First Phase 基礎初等教育プログラム I 

BPEP-II Basic and Primary Education Program Second 
Phase 基礎初等教育プログラム II 

CASP The Community-based Alternative Schooling 
Project 

子どものためのコミュニティ
主体型ノンフォーマル教育プ
ロジェクト 

CERID Research Centre for Educational Innovation and 
Development (Tribhuvan University) 教育革新・開発研修センター

CLC Community Learning Center コミュニティ学習センター 

COPE Community Owned Primary Education コミュニティによる初等教育
（プロジェクト） 

DACAW Decentralized Action for Children and Women 子どもと女性のための分権的
行動(プロジェクト) 

DANIDA Danish Agency for Development Assistance デンマーク開発援助庁 

DDC District Development Committee 郡開発委員会 

DDF District Development Fund 郡開発予算 

DEC District Education Committee 郡教育委員会 

DEO District Education Office 郡教育事務所 

DEP District Education Plan 郡教育計画 

DFID Department for International Development 英国国際開発庁 

DLGSP Decentralized Local Governance Support Program 地方分権支援プログラム 

DOE Department of Education 教育局 

DPP District Periodic Plan 郡 5 カ年計画 

EC European Commission 欧州委員会 

ECD Early Child Development 乳幼児発達支援 

EFA2004-2009 Education for All Program 2004-2009 万人のための教育国家行動計
画 2004-2009 

EMIS Education Management Information System 教育管理情報システム 

ESAT Education Sector Advisory Team 教育セクター・アドバイザリ
ー・チーム 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 



  

JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteer 青年海外協力隊 

MOES Ministry of Education and Sports 教育・スポーツ省 

MOLD Ministry of Local Development 地方開発省 

PTA Parents and Teachers Association PTA 

RC Resource Center リソース・センター 

RED Regional Education Directorate 地域教育事務所 

RP Resource Person リソース・パーソン 

SCJ Save the Children Japan セーブ・ザ・チルドレン・ジ
ャパン 

SIP School Improvement Plan 学校改善計画 

SMC School Management Committee 学校運営委員会 

SSR School Sector Reform スクールセクター改革 

SV Senior Volunteers シニア海外ボランティア 

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 

UNESCO United Nations Education, Scientific, and Cultural 
Organization 国連教育科学文化機関 

UNICEF United Nations Children’s Fund 国連児童基金 

VDC Village Development Committee 村落開発委員会 

VDP Village Development Plan 村落開発計画 

VEC Village Education Committee 村落教育委員会 

VEP Village Education Plan 村落教育計画 

WB World Bank 世界銀行 
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第１章 背景と経緯 
 

１－１ 背景 

ネパールでは、初等教育の完全普及と教育の質の向上を目的とした「Education for All（EFA）プロ

グラム」（2004 年～2009 年）を実施する中で、教育行政の地方分権化および住民参加による学校運営

を重要戦略と位置づけている。その具体的な手段として、各学校において地域住民により組織された

学校運営委員会（School Management Committee: SMC）によって、学校改善計画（School Improvement 
Plan: SIP）を策定し、SIP に基づき学校を運営する制度が導入されている。しかし現実には、SMC メ

ンバーや校長・教員等の学校関係者の能力が十分でないために、SIP を作成する過程で SMC による

学校の問題分析がなされていないなど、制度が十分に機能していない状況にある。また、地域のニー

ズに基づいた学校改善計画により学校が改善されるためには、財源が必要である。現状では、郡や村

の行政官等の人員や能力の不足により、地域の教育データや教育計画に基づく予算配賦が行われてお

らず、学校改善に必要な教育予算が確保できない状況が生じている。さらに、学校や地域の能力が不

足する中での教育行政の分権化は、学校や行政の資金動員の能力の差等により、学校間、地域間の格

差を生じさせており、地域全体で就学率・中退率を改善する上での阻害要因となっている。 
このような状況から、ネパール政府から我が国に対し、地方教育行政および学校運営の能力強化に

ついての技術協力の要請が行われた。 
 

１－２ 経緯 

（１） 第一次事前評価調査（2007 年 4 月～5 月） 
 第一次事前評価調査は、主に案件形成に必要な情報の収集・分析を目的として実施した。ネパール

の学校運営についてネパール政府の政策を調査すると共に、地方政府と学校を訪問し、ネパールにお

ける教育行政、学校運営の実状および課題について調査を実施した。 
 
（２） 第二次事前評価調査（2007 年 7 月～8 月） 

第二次事前評価調査においては、第一次事前評価調査の結果を踏まえ、ネパール政府とプロジェク

トの実施について協議・合意することを目的として実施した。ネパール政府および想定されるプロジ

ェクト対象地域を訪問し、プロジェクトの内容を協議した結果、本プロジェクトの目的、内容、方法

について、ネパール政府および関係者の合意を得た。 
 
（３） 実施協議（2007 年 9 月～10 月） 
 第二次事前評価調査後、ネパール事務所を通じてネパール側と更に協議を重ね、2007 年 10 月に実

施協議の討議議事録（R/D）を、JICA ネパール事務所長とネパール教育・スポーツ省計画局長との間

で署名・交換した。 
 
１－３ 実施協議について 

（１） 署名日 

2007 年 10 月 17 日 
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（２） 協議参加者 

＜ネパール側＞ 
 教育・スポーツ省(MOES) 計画局長 Mr. Arjun Bahadur Bhandari 
 
＜日本側＞ 
 JICA ネパール事務所 
  丹羽 憲昭 所長 

  澁谷 美兒 企画調査員 
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第２章 プロジェクト概要 

２－１ 目標 

（１） 上位目標 

プロジェクト対象地域における初等教育の就学率および中退率が改善する。 
 
（２） プロジェクト目標 

プロジェクト対象地域において、政府の支援と住民参加により学校運営が改善される。 
 

２－２ 期待される成果 

（１） 住民参加による SMC の学校運営能力が向上する。 
（２） 郡開発委員会（District Development Committee: DDC）、村落開発委員会（Village Development 

Committee: VDC）、郡教育事務所（District Education Office: DEO）が技術・財政面で学校ベース

のマネジメントを支援する能力が改善される。 
（３） 教育・スポーツ省（Ministry of Education and Sports: MOES）、教育局（Department of Education: 

DOE）が全国的に最低限の教育の質の確保を達成するために採用すべき措置（施策、基準）に

ついての提言が策定される。 
 
２－３ 協力活動内容 

1-1 住民に対して学校運営の当事者意識育成のための啓発活動を実施する。 
1-2 住民を代表する真のステークホルダーが SMC メンバーとなるためのファシリテーションを行

う。 
1-3 学校と SMC を対象としたコミュニティ動員、計画、モニタリング、評価、報告のための既存

の研修を改善する。 
1-4 SIP の作成と実施を参加型プロセスで行うための学校、SMC、地域住民へのファシリテーショ

ンを行う。 
1-5 学校と SMC が、不就学児童の就学と中退の改善に対して対策をとるためのファシリテーショ

ンを行う。 
2-1 DEO が SIP を分析し、郡内の問題と優先事項を明確にすることを支援する。 
2-2 DEO が、不利な条件におかれた学校を技術・財政面において支援する施策をとるためのファシ

リテーションをする。 
2-3 VDC が村落計画に村全体の教育課題に関する事項を組み込むことを支援する。 
2-4 活用し得るリソースを動員するための教育関係者（DDC、郡教育委員会（DEC）、VDC、DEO

と他のステークホルダー）のネットワークを強化する。                       

3-1 対象地域の学校間の技術・財政能力両面についての格差を分析する。 
3-2 学校間の格差を是正する可能性のある施策を調査する。 
3-3 郡間の格差を是正する可能性のある施策を調査する。 
3-4 MOES・DEO に最低限の教育の質の確保を達成するための政策提言を行い、他の関係各機関と

共有する。 



 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

付属資料 

 
 
 

１．事業事前評価表 

２．Record of Discussion 

３．第一次事前調査評価報告書 

４．第二次事前調査評価報告書 
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 19 年 10 月 2 日 

担当部：人間開発部第 1グループ基礎教育第 1 チーム 

１．案件名 

小学校運営改善支援 
The Support for Improvement of Primary School Management 
 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 
住民参加による学校運営の改善をプロジェクト目標として、プロジェクト対象地域における

学校運営委員会の能力強化支援、郡教育事務所・郡開発委員会・村落開発委員会等の地方行

政の能力強化支援、および中央政府への政策提言を行う。 
（２） 協力期間 

2007 年 12 月から 3 年間 
（３） 協力総額 

約 2.7 億円 
（４） 協力相手先機関 

・ 中央のカウンターパート：教育・スポーツ省（Ministry of Education and Sports: MOES）お

よび教育局（Department of Education: DOE） 
・ 地方のカウンターパート：ダディン郡およびラスワ郡教育事務所（District Education Office: 

DEO） 
（５） 国内協力機関 

なし 
（６） 裨益対象者および規模、等 

プロジェクト対象地域：ダディン郡およびラスワ郡 
プロジェクト対象地域の小学生：ダディン郡 7 万 1 千人、ラスワ郡 1 万人（プロジェクト

開始までに各郡内で対象とする村(Village)を選定し、各郡内で数十校を直接裨益対象とす

る） 
 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状および問題点 
ネパールの小学校の純就学率は全体で 86.8％であり、女子に限れば 83.4%という数字に留まって

いる(School Level Educational Statistics of Nepal, 2005)。また、小学校 1 年生の 50.7％が 1 年生修了

時点で留年・中退している（Flash report 1, 2006）。このように、ネパールの初等教育は徐々に改善

が図られているものの、依然として初等教育の完全普及には至っていない。この初等教育の完全普

及を阻害している要因については、教員の質の低さや学校施設の不足等が挙げられるが、一方で、

子どもや親の側の問題、すなわち貧困や親の教育に対する意識の低さ、さらには少数民族やカース

トの問題等が、子どもの就学を妨げる要因となっている。 
ネパールにとって、これらの課題を克服するためには、教育行政を地方分権化するとともに、学

校に権限を与え、地域住民が地域のニーズに基づいて学校を運営することが必要である。なぜなら、

ネパールのように教育予算が恒常的に不足している国において、限られた予算を有効に活用するた

めには、住民のニーズを十分に把握し、財源の配分に優先順位をつけ、効率的に配分・執行するこ

とが不可欠であるからである。とりわけ、ネパールのように、地域毎の民族構成、女子教育に対す

１．事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
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る考え方、住民の経済的な状況等に大きな差異が存在する国において、就学率や中退率を改善する

ためには、それぞれの地域の実状に見合った解決策が図られる必要があることから、地域のニーズ

を反映した住民参加による学校運営は極めて重要である。 
ネパールでは歴史的に、政府がすべての地域に学校を設立することが難しい中で、現在もコミュ

ニティ主導で学校をつくり、その後、地方および中央政府が徐々に教員の給与の負担を増やしてい

くという流れで学校が作られてきている。このような経緯を踏まえ、コミュニティの学校に対する

オーナーシップは低くない。従って、住民参加による学校運営については、ネパールの教育にある

程度の素地があり、有効なアプローチである。 
このような観点から、ネパール教育・スポーツ省（以下 MOES）は、初等教育の完全普及と教育

の質の向上を目的とした「Education for All（EFA）プログラム」（2004 年～2009 年）の中で、教育

行政の地方分権化および住民参加による学校運営を重要戦略と位置づけている。そして、その具体

的な手段として、各学校において地域住民によって組織された学校運営委員会（School Management 
Committee: SMC）により、学校改善計画（School Improvement Plan: SIP）を策定し、SIP に基づき

学校を運営する制度が導入されている。しかし現実には、SMC メンバーや校長・教員等の学校関

係者の能力が十分でないために、SIP を作成する過程で SMC による学校の問題分析がなされてい

ないなど、制度が十分に機能していない状況にある。 
また、地域のニーズに基づいた学校改善計画により学校が改善されるためには、財源が必要であ

る。しかし、現実には、郡や村の行政官の人員や能力、学校を指導・支援するリソース・パーソン

の人員や能力の不足により、地域の教育データや教育計画に基づく予算配賦が行われておらず、学

校改善に必要な教育予算が確保できない状況が生じている。さらに、教育行政の分権化は、学校や

行政の資金動員能力の差等により、学校間、地域間の格差を生じさせており、地域全体で就学率・

中退率を改善する上での阻害要因となっている。 
このような状況から、ネパール政府から我が国に対し、地方教育行政および学校運営の能力強化

についての技術協力の要請が行われた。 

 
（２）  相手国政府国家政策上の位置づけ 

現在、EFA プログラムで設定された各種目標を達成すべく、各ドナーによるプールファンド型

の財政支援および技術協力による支援が行われている。この EFA プログラムにおいて教育行政の

地方分権化は、教育へのアクセスの向上、あらゆる児童の学習ニーズの充足、教育の質の向上のた

めの重要戦略と位置づけられている。また、MOES は、EFA プログラム終了後の 2009 年以降「School 
Sector Reform（SSR）プログラム」（2009 年～2014 年）を実施する予定であり、その計画を現在策

定中であるが、この SSR プログラムにおいても、地方分権化の推進や SMC を中心としたコミュニ

ティの参加による学校運営政策は継続されることが確認されている。 
 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける位置

づけ） 
 2002 年に日本政府が G8 サミットにおいて発表した「成長のための基礎教育イニシアチブ

（BEGIN）」において、「学校管理・運営の改善を通じて教育の質の向上」を図ることが、わが国

の基礎教育援助の重点分野の一つに位置づけられている。 
また、平成 16 年度のネパールに係る JICA 国別事業実施計画において、基礎教育分野は「社会

サービスの充実と住民のエンパワメントを通じた国民生活の改善」の「(2)公平で質の高い教育機

会の普及」として重点セクターの一つに位置づけられている。 
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４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 
（１） 協力の目標（アウトカム） 

ｱ） 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 
【目標】プロジェクト対象地域において、政府の支援と住民参加により学校運営が改善される。 
【指標】  

① 事業期間に計画された年次 SIP の目標が達成された対象地域の学校数。 
② 学校運営についての保護者と地域住民の満足度。 
③ 保護者と地域住民からの学校での活動への貢献度（資金、労働力、物資）。 
④ 学校運営の透明性（学校予算・決算の公表など）。 
⑤ 中央・地方政府が技術・財政面において学校運営を支援するためにとった行動の数。 

 
ｲ） 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【目標】プロジェクト対象地域における初等教育の就学率および中退率が改善する。 
【指標】 

① 対象地域における初等教育の純就学率の向上。 
② 対象地域における初等教育の中退率の改善。 
 

（２） 成果（アウトプット）と活動 
アウトプット、そのための活動、指標・目標値 

【成果 1】住民参加による SMC の学校運営能力が向上する。                 

【活動】 
1-1 住民に対して学校運営の当事者意識の育成のための啓発活動を実施する。        

1-2 住民を代表する真のステークホルダーが SMC メンバーとなるためのファシリテーション 

を行う。 
1-3 学校と SMC を対象としたコミュニティ動員、計画、モニタリング、評価、報告のための

既存の研修を改善する。 
1-4 SIP の作成と実施を参加型プロセスで行うための学校、SMC、地域住民へのファシリテー

ションを行う。 
1-5 学校と SMC が不就学児童の就学と中退の改善に対して対策をとるためのファシリテーシ

ョンを行う。 
【指標】 

1-1 不利な立場にいる住民を含めた SMC メンバーを選出している SMC の数 
1-2 コミュニティにおける初等教育の実状を理解している SMC の数 
1-3 コミュニティのニーズを適切に反映した SIP を作成できる SMC の数 
1-4 SIP 作成ワークショップへの保護者と地域住民の参加度 
1-5 学校の活動を適切に実施、モニター、評価できる SMC の数 
1-6 保護者会に参加した保護者（と地域住民）の数 
1-7 不利な立場にいる住民の保護者会への参加度 
1-8 学校の活動への貢献の意志がある保護者と住民の数 
1-9 不就学児童と中退児童のための活動を計画・実施した SMC の数 

                                                                                         
【成果 2】郡開発委員会（DDC）、村落開発委員会（VDC）、郡教育事務所（DEO）が技術・財政面

で学校ベースのマネジメントを支援する能力が改善される。                  
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【活動】 
2-1 DEO が SIP を分析し郡内の問題と優先事項を明確にすることを支援する。 
2-2  DEO が不利な条件におかれた学校を技術・財政面において支援する施策をとるための   

ファシリテーションをする。                               

2-3 VDC が村落計画に村全体の教育課題に関する事項を組み込むことを支援する。      

2-4 活用しうるリソースを動員するための教育関係者（DDC、郡教育委員会（DEC）、VDC、
DEO と他のステークホルダー）のネットワークを強化する。                

【指標】 
2-1 DEO（視学官 School Supervisor(SS)/RP）が教育状況を把握するために行った集会や学校訪

問などの機会の数 
2-2 DEO（SS/RP）が不利な立場にいる学校へ行った訪問や助言の数 
2-3 村落開発計画（VDP）における初等教育への予算配賦の割合 
2-4 DEC の会議数 
2-5 DDC の初等教育への予算配賦の割合 
2-6  教育分野のステークホルダー（DDC、DEC、VDC、DEO、他ドナー）の定期的ネットワー

ク会議の数 
 
【成果 3】教育・スポーツ省（MOES）、教育局（DOE）が全国的に最低限の教育の質の確保を達

成するために採用すべき措置（施策、基準）についての提言が策定される。 
【活動】 

3-1 対象地域の学校間の技術、財政能力両面についての格差を分析する。 
3-2  学校間の格差を是正する可能性のある施策を調査する。 
3-3 郡間の格差を是正する可能性のある施策を調査する。 
3-4 MOES・DEO に最低限の教育の質の確保を達成するための政策提言を行い、他の関係各機

関と共有する。 
【指標】 

3-1 提案された施策の数、フィージビリティ、質 
 
（３） 投入（インプット） 

① 日本側（総額 約 2.7 億円） 
・専門家派遣：チーフアドバイザー、地方教育行政、学校運営等 
・本邦・第三国研修：年間 2-3 名程度 
・供与機材：車両等 
・現地業務費：研修、セミナー／ワークショップ開催経費等 

② ネパール側 
・カウンターパート人件費 
・DOE、DEO 内事務所スペース 
・事務所光熱費 
・その他 
 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 
①前提条件 

・ 対象地域の治安状況が悪化しない 
・ ネパール MOES、DDC、VDC、DEO、対象地域住民、他ドナーが活動に反対しない。
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②成果達成のための外部条件  
・ 対象地域の治安状況が悪化しない。 
・ SIP と学校ベースの運営に関する現政府政策が大幅に変更されない。 
・ DDC、VDC レベルの政治的変化がプロジェクトの正当性に影響しない。 
・ 対象地域住民がプロジェクトの活動を理解し積極的に協力する。 

③ プロジェクト目標達成のための外部条件  
・ 対象地域の治安状況が悪化しない。 
・ MOES が SMC と SIP の政策戦略を継続して促進する。 
・ SIP への予算配賦が減額しない。 
・ DDC・VDC の予算が減額しない。 
・ 政治経済状況の変化が対象地域の活動に影響しない。 
・ カウンターパートの頻繁な異動が起きない。 

④ 上位目標達成のための外部条件 
・ 政治・経済、社会状況の変化に拘わらず、SMC を中心とした学校ベースの運営が継続

される。 
・ MOES が学校に住民が関わる政策を継続して促進する。 

⑤ 上位目標が継続されるための外部条件 
・ MOES が Education for All のための教育政策を継続して促進する。 
 

５．評価 5項目による評価結果 

（１） 妥当性 
 本案件は以下の理由から妥当性が高いと判断される。 
①ネパール教育計画との整合性 

現在のネパール教育セクターの基本計画である EFA プログラムにおいて、教育行政の地方分権

化や住民参加による学校運営の推進が示されるとともに、学校（SMC）および地方行政（村・郡）

の能力強化の必要性が表明されている。この方向性は、2009 年からの次期計画である SSR プログ

ラムにも継続されることが確認されている。このため、本案件はネパールの教育セクターにおける

基本計画である EFA・SSR 両プログラムに合致している。 
 
②我が国援助方針との整合性 

2002 年に日本政府が G8 サミットにおいて発表した「成長のための基礎教育イニシアチブ

（BEGIN）」において、「学校管理・運営の改善を通じて教育の質の向上」を図ることが、わが国

の基礎教育援助の重点分野の一つに位置づけられている。本案件は、対象地域における学校運営委

員会の能力強化等を通じ、住民参加による学校運営の改善を図ることにより教育の質の向上を目指

すものである。よって我が国援助方針に合致している。 
 
③JICA の協力経験を活かした協力 

本案件では住民参加による学校運営の改善を目標としているため、ネパールで実施されている

「子どものためのコミュニティ主体型ノンフォーマル教育プロジェクト」（2004-2009）や、ネパー

ルで実施された草の根技術協力事業「公立小学校教育向上計画」（2003-2006）、他国における類似

案件であるニジェール共和国「住民参加型学校運営改善計画」（2004-2006）、インドネシア共和国

「地域教育開発支援調査」（1999‐2001、2002-2005）、「地方教育行政改善計画プロジェクト」

（2004-2008）等を通じて得られた成果・教訓も踏まえた案件形成を行う。 
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④対象地域の妥当性 
本事業対象地域であるダディン郡・ラスワ郡ともに、治安、アクセス、DEO の実施体制等の観

点から、案件実施に必要な条件を満たしている。なお、山岳地域に属するラスワ郡については特に

郡教育事務所からのアクセスに支障のない近隣の村および学校を選定することとしている。また、

ダディン郡については、「子どものためのコミュニティ主体型ノンフォーマル教育プロジェクト」

や、2008 年から実施予定の無償資金協力「第二次『万人のための教育』支援のための小学校建設

計画」を同郡で実施することによる案件同士の相乗効果を望めること、さらに、ラスワ郡は、2008
年から MOES が実施する SSR プログラムのパイロット郡と位置づけられており、同郡での活動の

成果は、次期プログラムを通して全国への波及が期待できることから、両郡とも対象地域として妥

当である。 
 
（２） 有効性 
 本案件は以下の理由から有効性が見込める。 
①住民参加のアプローチ 

本案件は、住民参加のアプローチをとっている。従来、地域住民により自主的に学校が設立運営

されてきた歴史を有するネパールでは、政府の制度・財政に過度に依存せずに教育への取り組みが

行われてきた。したがって、住民参加による学校運営にはある程度の素地があるといってよい。こ

のため、本案件における学校現場レベルにおける SMC の活動実践能力の向上の支援を基本に置い

た住民参加のアプローチは有効である。 
 
②我が国の他の教育案件との連携 

本案件の対象地域の一つであるダディン郡で実施中の JICA「子どものためのコミュニティ主体

型ノンフォーマル教育プロジェクト」における住民参加の手法の活用や、同郡で 2008 年から実施

予定の無償資金協力「第二次『万人のための教育』支援のための小学校建設計画」の実施を通じて

SMC や地方行政の能力強化を図ること、さらに 2008 年から実施予定の「学校の保健・栄養改善プ

ロジェクト（仮称）」との連携による保健・栄養面での学校環境の改善等により、本案件の成果が

より一層確実なものとなることが見込まれる。 
 
③ 他のドナーとの協調 

ネパールの教育セクターについては、関係ドナーにより、SSR プログラムの実施のためのプール

ファンドへの拠出およびプロジェクト型の技術協力の両面から支援が行われている。本案件は、プ

ールドナーによる財政支援と連携しつつ、財政支援だけでは対応できない部分を技術的に支援する

ものである。また、この SSR プログラムのパイロット活動が実施されるラスワ郡を本案件の対象

地域とすることで、本案件の成果がドナー間協調プログラムである SSR プログラムへ反映され、

その結果SSRプログラムにおけるプールファンドの活用による本案件の成果の拡大が見込まれる。

 
④地方分権化政策の変更への対応 

外部条件である「DDC、VDC レベルの政治的変化がプロジェクトの正当性に影響しない」につ

いて、ネパールで将来実施が予定されている郡・村落開発委員会レベルの地方選挙、Province の制

度化による連邦制への移行など、ネパールの地方分権化政策に伴う動きは不透明な点が多く、教育

予算配賦システムの変更等の視点から注意が必要であり、柔軟な対応が求められる。この点につい

ては、ネパール政府および他のドナーとの連携・情報交換を密接に行うとともに、特に学校現場レ

ベルにおける SMC の活動実践能力の支援に重点を置き、制度変更に拘わらず学校が独自に必要な

教育予算を確保できるような能力強化を図ることとしている。また、DDC、VDC については地方

分権化の流れを見ながら、新しい役割に見合った能力の強化や、そのために必要とされる施策の提
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言を行うことで、対応が可能であると考えられる。 
 
（３） 効率性 
 本案件は以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 
①既存の研修システム等の活用 

既に現在まで、DOE から DEO・学校に対し SIP に関する研修が実施され、また他ドナー（UNDP
や UNICEF）により学校運営に関するマニュアルの開発等が行われてきた。しかし、これらの研修

やマニュアルの内容が学校現場レベルで実際に十分に活用されていない。そこで、本案件で実施す

る能力強化活動は、既存の SIP 研修やマニュアルを活用しつつ、学校現場レベルに根ざした支援に

重点を置くことにより、これらの既存の研修を補完・改善し、有効に機能させることを予定してい

る。従って、新たな研修システムの開発に比較して効率的で費用対効果が高い。 
 
②現地の NGO の活用 

学校および SMC に対する支援については、対象地域での教育やコミュニティ活動に経験のある

現地の NGO の活用を予定している。このため、地域により民族、言語、カーストなど多様性があ

るネパールにおいて、対象地域におけるフィールド活動を効率的に行うことが期待できる。 
 
③活動費用の抑制 

中央政府の活動については DOE、対象地域での活動については DEO の施設や備品など既存のも

のを利用し、その他の備品に関してはネパール内で調達する予定である。また、SMC や地域住民

の啓発により学校運営への参加に理解を深めた地域住民から寄付金・労働提供が見込まれる。さら

に、地域住民や学校を監督・支援するリソースパーソン等、既存の人的リソースを動員することを

活動の内容としており、費用を抑えた活動実施を予定していることから、効率的な事業運営が計画

されている。 
 
（４） インパクト 
 本案件のインパクトは以下のように予測できる。 
①上位目標の実現 

上位目標である「プロジェクト対象地域における小学校の就学率および中退率が改善される」に

ついては、SMC の能力強化により、特に不就学と中退の問題を中心に地域の教育課題を的確に把

握した教育の質の改善への取り組みが行なわれること、SMC が教員や学校の活動を監視すること

により教育の質が改善すること、SMC の能力強化により学校の財源の拡大・多様化が図られるこ

と、地方行政の能力強化により地域の実状に応じた適切な予算配賦が行われること等により、実現

することが見込まれる。 
 
②波及効果 

MOES は、全国的な SSR プログラムの実施に先駆け、2008 年からラスワ、カピルバストゥ、ダ

デルドゥラの 3 郡を SSR プログラムのモデル構築のパイロット郡とし、これらの課題を各郡にお

ける特有の課題に合わせて試験的に実施・モニターし、その後全国へ応用展開することを計画中で

ある。本案件の対象地域であるラスワ郡は、このパイロット郡のうちの１郡であることから、本案

件の成果が SSR プログラムに取り込まれ、全国へ波及することが見込まれる。また、学校運営と

教育行政能力強化の手法、および全国的に最低限の教育の質を確保するための施策が中央政府に提

言されることにより、中央政府による現場の実態の理解が促進されるとともに、他の VDC、DDC
および全国レベルにおける政策の展開が期待できる。 
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（５） 自立発展性 
 本案件の効果は、以下の観点から、相手国政府により事業終了後も継続されるものと見込まれる。

①政策・財政面 
教育の地方分権化は、Education For All（EFA）目標のための EFA ダカール行動枠組みに沿い、

2015 年までの目標達成を目指すネパールにおける基本計画としての EFA プログラム（2004-2009）
に位置づけられ、2009 年以降の 5 年間の基本計画である SSR プログラムでも重要政策と位置づけ

られることが確認されており、政策・制度支援への政府のコミットメントは高い。また、本案件は、

プールドナーによる財政支援が実施されている中で、財政支援だけでは対応できない部分を技術的

に支援するものである。従って、有効な活動事例を示すことが出来れば、それを広く普及するため

の予算を教育省が検討することも期待できる。さらに、本案件の対象地域であるラスワ郡は、この

パイロット郡のうちの１郡であることから、本案件の成果の SSR プログラムへの取り込みおよび

全国への波及が見込まれる。 
 
②技術面 

本案件は、教育への住民参加を促進するネパール政府の政策に沿い、住民参加のアプローチをと

っている。従来、地域住民により自主的に学校が設立運営されてきた歴史を有するネパールでは、

SMC の活動は慣習に沿った活動となっており、本案件終了後も継続した取り組みが見込まれる。

従って、現場レベルでは SMC メンバーや地域住民等、地域に残る人材の能力強化により、事業終

了後にも継続的に教育の改善が行われることが見込まれる。 
 
６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

SMC が貧困層、少数民族、低カースト層および女子児童の親も含めた地域住民の代表により構

成されるよう、支援する。また、これらの構成員で組織される SMC により、地域への就学促進に

関する啓発活動の実施を支援するとともに、学校における就学率の向上と中退率の改善に寄与する

活動の実施を支援する。 
 
７．過去の類似案件からの教訓の活用 

本案件では住民参加による学校運営の改善を目標としているため、ネパールで実施されている

「子どものためのコミュニティ主体型ノンフォーマル教育」プロジェクトや、ネパールで実施され

た草の根技術協力事業「公立小学校教育向上計画」（2003-2006）、類似案件であるニジェール共和

国「住民参加型学校運営改善計画」（2004-2006）、インドネシア共和国「地域教育開発支援調査」

（1999‐2001、2002-2005）、「地方教育行政改善計画プロジェクト」（2004-2008）等を通じて得ら

れた成果・教訓も踏まえたプロジェクト形成を行う。 
 
８．今後の評価計画 

(1)中間評価 2009 年 5 月 
(2)終了時評価 2010 年 8 月 
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